
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進       ７３６億円（４２７億円） 
被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録について、高齢の年金受給

者等の記録から突合せを進めていく（全体の約 3割）。 

 

（２）ねんきんネットによる年金記録の確認                ２７億円（４０億円） 

インターネットを通じていつでも年金記録を確認できるシステムの充実を図り、保

険料納付額の表示や年金見込額の試算などができるようにする。また、年金記録の提

供を行うサービスを市区町村で実施するとともに、郵便局でも試行的に実施する。 

さらに、年金通帳の形式や設計内容について国民的な調査を実施する。 

 

（３）適用・保険料収納対策の推進                  １８２億円（１６５億円） 

国民年金の適用・保険料収納対策、厚生年金の未適用事業所対策や保険料徴収対策

の強化などに取り組む。 

  ※ 国民年金の保険料収納対策の強化（460人増）      ４５億円(１７億円) 

 

（４）高齢者の所在不明問題への対応（新規）                   ３億円 

医療の利用情報を活用し、所在不明の可能性のある年金受給者に対して、現況申告

書の提出を求めることなどを通じて健在確認を行い、不正受給の是正と正しい年金記

録管理に取り組む。 

 

（５）その他再裁定等の事務処理体制の強化等        １６５億円（２７８億円） 

年金の再裁定等の事務処理について、システム改善などを行い処理体制の強化を図

るとともに、厚生年金基金の加入員記録と厚生年金の被保険者記録との突合せ等の取

組を進める。 

１ 年金記録問題への取組          １，１１３億円（９１０億円） 

 

 

第２ 信頼できる年金制度に向けて 

 公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、年金記録問題

については、「国家プロジェクト」として、平成２２年度に引き続き、解決に向けた集中的な取組

を進める。また、安心・納得できる年金制度の構築に向け、基礎年金国庫負担２分の１の維持

と、年金制度改革への取組を進める。 

平成 23 年度予算案の主要事項（厚生労働省）より抜粋 
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○日本年金機構の円滑な運営の確保         ３，４１１億円（３，０５８億円） 

日本年金機構においては、国家プロジェクトである年金記録問題の解決に向けた取

組を引き続き促進するとともに、国民の信頼が得られるよう、サービスの質の更なる

向上、コンプライアンスの徹底、ガバナンスの強化、効率的かつ公正透明な事業運営

に取り組む。 

 

 
 
 
 
 

（１）年金給付費国庫負担金         １０兆３，７５５億円（１０兆１，２５７億円） 
平成 23 年度における基礎年金国庫負担割合について、２分の１を維持する。 

 
（２）年金制度の検討                         １．１億円（２．８億円） 

新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民各層との対話、意見聴取等を行う。 
 

 

（参考）平成 23年度の年金額について 

現行法では、直近の年金額引下げの年以降（現在は平成 17年の物価が基準）の物価

の変動に応じて年金額を改定することとなっている。 

平成 22年の消費者物価指数は、平成 17年の指数を 0.3％程度下回る見通しであり、

1月末に確定する平成 22年の消費者物価指数に基づき、法律の規定に従って、平成 23

年度の年金額が引き下げられることとなる。 

・ 年金額への影響（▲0.3％の場合） 

                    （平成 22 年度）     （平成 23 年度） 
【老齢基礎年金】（満額）        66,008 円（月額）→  65,808 円（月額） 

                               （▲200 円） 
【サラリーマン世帯の標準的な年金額】  232,592 円（月額）→ 231,883 円（月額） 
(厚生年金＋夫婦 2 人分の老齢基礎年金)              （▲709 円）           

 

２ 日本年金機構の円滑な運営の確保等 

（一部再掲・前ページ参照）     ３，４１１億円（３，０５８億円） 

 

 

３ 安心・納得できる年金制度の構築    

１０兆３，７５６億円（１０兆１，２６０億円）  
 

２ 


